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基  調 

 

 新型コロナウイルス感染症が確認されて３年以上経ちました。この間、医療従事者はもちろんのこと、

職場では人員が増やされないまま、ワクチン接種や患者対応など多くの業務が増えていきました。コロナ

禍による貧困の爪痕は、今も癒えていません。中でも、直撃されたのは非正規の女性でした。男女平等や

「女性活躍」という名に隠れていた不平等さ、特に女性の社会的立場の弱さが、危機が起きればすべて女

性に追わせるというこれまでどおりの流れで、コロナ禍でいっきに出てきたものと言えます。そうして、

憲法が規定する男女平等や生存権が、実態として壊されてきました。 

 一方で、ロシア軍によるウクライナへの軍事侵攻から 1 年以上が経過しましたが、収束の見込みはあ

りません。また、ウクライナ侵攻や台湾有事を言い訳に、軍事費の増額や敵基地攻撃能力（反撃能力）の

保有などが強行されてきています。ことが起こった時には、簡単に止めることはできません。戦争が起こ

る前に、モノが言えなくなる前に、戦争反対の声をあげ、世論を作っていかなければなりません。 

 

  

 厚生労働省「2021（令和３）年版 働く女性の実情」によると、女性雇用者数は 2,717 万人となり、前

年に比べ 14 万人増加しました。雇用者総数に占める女性の割合が 45.5％（前年比 0.2%増）となってい

ます。雇用形態別では前年に比べて正規職員・従業員が 28 万人（前年比 2.3％）増、非正規職員・従業

員が 12 万人（前年比 0.8％）減となり、非正規が 2年連続で減少しました。また、女性の非正規率は 53.6％

と女性雇用者総数の半数以上が非正規労働者となっています。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響がいつでも解雇できる「雇用の調整弁」といわれてきた非正規雇

用者に顕著に表れ、女性がより多くの影響を受けています。 

 

 「女性の活躍推進」を経済政策と人口減少への対策と位置づけ、2015 年 8 月に成立した「女性の職業

生活における活躍推進に関する法律」が 2019 年 5 月に一部改正され、行動計画策定義務の対象拡大や情

報公表の強化、ハラスメント防止対策の強化等が盛り込まれ、順次施行されています。しかし、長時間労

働の解消や働く女性の過半数を占める非正規労働者の課題など具体的な解決は盛り込まれず、女性の労

働権を保障する政策からは程遠いものとなっています。 

 年齢階級別労働力率をグラフで見た場合の「Ｍ字型カーブ」は、М字型の底の値（35～39 歳、77.7%）

の上昇によりⅯ字型から台形に近づきつつありますが、妊娠・出産を理由とした退職は依然として高く、

出産後に女性の正規雇用比率が低下するいわゆるＬ字カーブの解消も大きな課題となっています。「骨太

の方針 2022」において「男性の育児休業取得促進や長時間労働の是正等働き方改革の着実な実施、男性

が子育てに参画しやすくなるための環境整備等男性の家庭・地域における活躍を進める」としています

が、人員不足や長時間労働の問題が解消されなければ実効性に乏しいと言わざるを得ません。 

 女性は経済成長のための道具ではありません。すべての女性の人権が尊重され、個性と能力を発揮でき

る社会をつくりあげることが必要です。 

 

 働き方改革関連法が与党の強行的な採決で 2018 年６月 29 日に可決・成立しました。労働基準法の改
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正による時間外労働の罰則付きの上限規制については、公務においても 2019 年４月から時間外労働の上

限が人事院規則や条例・規則によって定められています。また通常の上限時間を上回る設定になる「他律

的業務」に該当するとされる業務・部署などの見直しとその縮小・廃止、上限時間の引き下げにも継続し

て取り組む必要があります。「働き方改革」が言われる中で、職場の長時間労働は深刻な課題です。性別

役割分業が解消されていない状況で、女性は家庭のために仕事を犠牲にするか、仕事を大事にしようとす

れば、家庭を犠牲にしなければならないこと、家庭も仕事もという場合は非正規の道を選ばざるを得ない

など、長時間労働と格差の問題は別々ではなく、密接に関係しています。 

 長時間労働の是正、性別役割分担意識の払しょく、雇用における男女間格差の解消などの職場からの運

動の強化が必要です。 

 

 性暴力やセクシュアルハラスメントの被害を訴える＃ＭｅＴｏｏ運動はハラスメントに関する課題認

識とその根絶を求める声として、世界各地で運動が展開されています。 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、外出自粛や休業などが行われる中では、生活不安・ストレ

スにより、配偶者等からの暴力（ＤＶ）が増加・深刻化しました。特に相談が増えている精神的暴力、経

済的暴力の顕在化を踏まえ、これらも重大な暴力であると位置づけた上で、対策を考えていく必要があり

ます。今国会でもこれを踏まえドメスティック（ＤＶ）防止法の改正が予定されています。 

 ＩＬＯ第 108 回総会（2019 年６月）において「仕事の世界における暴力とハラスメント」に関する条

約が採択され、ハラスメントに特化した初めての国際労働基準ができました。 

 日本国内では、ハラスメント対策関連法によって、パワハラやセクハラ、マタニティ・ハラスメントに

関して「行ってはならない」と明記されました。また、パワハラの要件を設け、事業主に相談体制の整備

など防止対策を取るよう初めて法律で義務付けられましたが、労働側が求めてきたハラスメント全般を

禁止するものではなく、罰則を伴う禁止規定もないため、引き続きの課題となっています。 

 「暴力とハラスメント」は人権侵害であり、個人の尊厳、健康および安全に対する脅威となるもので、

決して許されるものではありません。「暴力とハラスメント」根絶にむけ、取り組みを進めることが重要

です。 

 

 世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が発表した「ジェンダーギャップ指数 2022」（2022 年７月発表）では、

日本は 146 ヵ国中 116 位で主要先進国の中では圧倒的最下位となっています。政治、経済分野が特に低

く、男女の賃金格差や女性管理職の少なさ、女性の政治参加の低さが順位の低い大きな要因となっていま

す。国税庁が発表した「2021 年（令和３年）民間給与の実態調査」によれば正規労働者で男性 570 万円、

女性 389 万円と大きな格差が存在しています。非正規労働者においても、男性 267 万円、女性 162 万円

となっており、男女間の年収比率の推移も 1979 年の 51.1％以降、ほとんど改善していません。 

 これは、女性を家計補助的な労働として扱うという差別構造の問題です。また、政治分野における女性

の参画も大きな課題となっています。 

 引き続き、「同一価値労働同一賃金」「政治参画の拡大にクオータ制の導入」などの運動を展開していく

ことが必要です。 

 

 東京電力福島第一原発事故から 12 年が経過しました。事故の風化が懸念されるなかで、事故の収束は
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いまだに見えないままです。政府は地元の漁業団体に加えて中国や韓国が反対する中、福島第一原発で増

え続けるトリチウムなど放射性物質を含む汚染水の海洋放出を決定しました。東京電力は「被災者最後の

１人まで賠償を貫徹する」としていたにもかかわらず、避難者への賠償を次々と打ち切っています。 

 また、北海道では、寿都町と神恵内村およびその周辺自治体で高レベル放射性廃棄物最終処分場選定に

むけた動きが進んでいます。 

 さらに、青森県では、県とむつ市に対し、使用済み核燃料中間貯蔵施設の共同利用案が提案されまし

た。北海道内の動向とともに、今後の動向を注視していく必要があります。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        

 また、原発新増設や再稼働に反対する取り組みを進めるとともに、原発の廃炉および再生可能なエネル

ギーへの転換を求めていくことが必要です。 

 

 昨年 12 月 16 日、岸田内閣は「安全保障関連３文書（「国家安全保障戦略」「国家防衛戦略」「防衛力整

備計画」）」を閣議決定しました。「国家安全保障戦略」は、外交・防衛政策を中心とした国家安全保障の

基本方針であり、３文書の頂点に位置し、その下に防衛力の在り方や保持すべき防衛力の水準を規定する

「国家防衛戦略」、さらにその下に今後５年間の防衛経費の総額や主要装備の整備数量を示した「防衛力

整備計画」という位置づけになります。日本は戦後、日本国憲法の下で専守防衛を掲げ、保有する兵器と

その行使は自衛のための必要最小限度としてきました。しかし、この「安保関連３文書」では、敵基地攻

撃能力（反撃能力）を保有するとし、具体的には「相手国の領域において我が国が有効な反撃を加えるこ

とを可能とする、スタンド・オフ防衛能力を活用した自衛隊の能力」としており、その発動には米軍と連

携して防衛を行うとしています。また、防衛費については GDP 比２％、５年で総額 43 兆円を確保すると

しています。敵基地攻撃能力の保有を含む大幅な軍拡は、「専守防衛」を大きく逸脱し、これまでの政府

方針の大転換であり決して許されることではありません。 

 防衛省は、中国の軍事的活動を理由に、奄美大島（鹿児島県奄美市など）、宮古島（沖縄県宮古島市）、

石垣島（沖縄県石垣市）など南西諸島への自衛隊ミサイル部隊の配備を進めています。将来的には敵基地

攻撃能力（反撃能力）で活用する長射程ミサイルが配備される可能性が高いと言われています。この地域

で発射すれば、中国や北朝鮮の基地が射程内に入ることになります。しかし、相手側の攻撃目標にもなり

かねないとして、地元では反対運動が行われています。さらに攻撃型兵器の配備は、東アジア周辺国の軍

事的緊張を高めることに繋がります。 

 これまで大切にしてきた国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の基本的理念を持つ憲法を守るための

運動の強化とともに、「戦争をさせない 1000 人委員会」等への結集が必要です。 

 また、各級選挙闘争における自治労組織内・推薦候補の必勝に向け、政治闘争を強化していく必要があ

ります。 

 コロナ禍でも政府は辺野古の新基地建設を止めず、現地では反対闘争が続けられています。県民の生活

が脅かされている事実を無視しつづけ、建設を止めない政府の姿勢は許されるものではなく、このような

強権的な政治には何としても歯止めをかけなければなりません。オキナワのたたかいは民主主義・地方自

治を実現するたたかいでもあります。 

 建設工事では、沖縄戦の犠牲者の遺骨が埋まっている土の埋め立て利用や生態系への影響、海洋汚染も

大きな問題となっています。沖縄と一体となった「本土」のたたかいの強化が求められています。 

 コロナ禍でも多くの仲間の粘り強いたたかいが続けられました。引き続き、平和フォーラムをはじめ、
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組織をこえた地域の仲間と連帯し、平和主義、民主主義、基本的人権の尊重といった憲法理念と平和を守

る取り組みを強化しましょう。 

 

 結婚するか、しないか、子どもを生むか生まないかということは労働者一人ひとりの｢自由な選択の問

題｣です。しかし、子どもを生み、育てたいという労働者の希望が、職場の長時間労働や変則勤務、低賃

金や人員不足でかなえられない実態があります。 

 女性部では、結婚したら家事や育児、介護などの家庭責任は女性が担うという「常識」（性別役割分担

意識）の中で、「結婚しても、出産しても、年をとっても差別されずに健康で働き続けよう」というスロ

ーガンのもと、育児休暇や介護休暇など「働き続けられない」ひとりひとりの問題を女性部みんなの問題

にして要求して勝ち取り、支えあいながら、「辞めない」ことで働き続けられる職場・社会をつくる運動

として続けてきました。 

 多くの県本部・単組で、女性部の統一要求や単組女性部の独自要求などによって、子の看護休暇の「年

齢引き上げ、撤廃」、「対象範囲の拡大」や、産前産後休暇の拡大の取り組みなどが続けられています。 

 その一方で、女性部で毎年取り組んでいる「生理休暇・年次有給休暇取得調査（生休・年休アンケート）」

の結果では、毎年、約 5割の人が「働き続ける自信がない」と回答し、その理由のほとんどが「身体的・

精神的にきつい」というものです。職場では「生理痛がひどくても薬を飲みながら働いている」、「切迫早

産を経験した」、「更年期がきつい」、などさまざまな状況をもちながら働いています。 

 

 こうしたことから、1月から 3月の「女性の働く権利確立運動強化月間」にポスターや機関紙などで生

理休暇取得を呼び掛けている、「生休取得強化月間」を設定し、生理休暇を取得しやすいようにしている、

自分のために休みをとろうと呼び掛けているという報告もあります。 

 女性の健康を妊娠、出産、という狭い範囲でなく、子どもを産む人だけのことでもなく、女性の一生と

して全体的にとらえ、更年期も老後も健康に過ごす事のできる権利として自分の体を大切にするリプロ

ダクティブヘルス・ライツ（性と生殖に関する健康権）としての考え方も重要です。 

 

 女性労働学校（後期）では、実践編として、健康で働き続けるための具体的な課題を女性部で集まって

討論し、誰もが人間らしく生きる権利を守るために女性部がどう取り組んでいくか考えます。また、女性

の人権や平和の課題などについて学習、交流し、職場や社会でおこっている問題が個人の責任ではなく社

会のしくみによって労働者全体にかけられている攻撃であることを学びます。 

 短い期間ではありますが、全国の仲間と交流し、学びあいましょう。 

 

当面の日程  

6 月 18 日 第 2回女性部長会議（ウェブ併用） 東京 

8 月 26～27 日 女性部第 68 回定期総会 北海道 
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  「定年まで働き続けるために」   

 

      自治労本部総合組織局長 

             青木 雄二さん 
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  「労働における自由と平等」   

 

      りべるて・えがりて法律事務所 

             中野麻美弁護士 
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1

労働における自由と平等

1

私たちにとって
自由・平等・平和とは

何だろう。

国際的な緊張関係の高
まりによって、私たち
は大きな危険にさらさ
れているというがその
原因は何だろうか。

もう取返しのつかない
くらいの戦争の渦中
（戦争状態）に投げ込
まれているのではない

か。

それが証拠に私たちは、
たくさんの権利を否定

されている。

特定機密保護法制・日本版ＮＳＣ・安保法制による国家体制が基本的人権を侵害する

日本は２０２２年７１位

女性に対する暴力に沈黙してきた結果の
報道の自由度と軍事化・格差と貧困

2

安倍第二次政権以降（安保法制を前後）、報道の自由度もジェンダー平等指数も日本のランクは
低下し続けている。経済と政治における男性支配は根強く政府・企業の圧力によるメディアの自
己規制が強まっている。安全保障はその核心に位置するテーマである。

15



2023/6/8

2

3

私が生まれてよかった

ということ、あなたが

生まれてよかったとい

うこと、そして友だちに

なれるっていうこと

おなかがすいた

ら誰でもご飯が

食べられる

お金を気にしな

いで勉強できる

大好きな歌が

歌える

嫌なことはイヤ

と一人でも意見

が言える

朝までぐっすり

眠れる

たった一つの重

たいいのち。絶

対殺し殺されな

い

思い切り遊べる

悪いことをしたら

謝る（悪の連

鎖をとめる）

コロナ禍が浮上させた貧困とジェンダー不平等

格差と
貧困

妊娠・出産

性別分業（男
は仕事・女は
家庭）

偏見・固定観
念（意識化され
た/無意識の）

日本型雇用シ
ステム/雇用と
働き方の分断

分配ステム
（税・社会保

障）

ジェンダー規範は政治と経済における実
権を男性に集中させる⇒ジェンダー平等指数

子どもが学習する過程（家庭・学校・友人関係・メ
ディアとの接触）で学び取られていく。それは、逸
脱への自発的・他律的制約を加える仕組みであり、
「男らしさ」の優遇とダブルバインド・無意識のバ
イアスによって政治や経済・社会を支配する。

経済的不平
等は社会関係
資本を破壊す
る

「すべての
私たち」の
問題

ジェンダー化
された雇用と
働き方/商取
引化がすべて
の労働を買い
叩く

シングルマ
ザーと子ど
もたちの困
窮は「中間
層」の貧困
化と同根

人々の生活
と健康を支
える担い手
が買いたた
かれる

これがウイ
ズ・コロナ/
私たちの
労働と社
会の未来
なのか

4

日本は最低！からみる問題
❏子どもの有無別で男女間賃金格差をみると、日本は６１ポイントとダントツ
❏いまだに妊娠・出産・育児を契機とした雇用喪失がトラブルになっている～陰湿な虐めや脅
し、能力を理由とした「整理」解雇⇒妊娠・出産差別との闘いは子どもを人質に取られること
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5

男女間賃金格差の推移

6

内閣府「生活時間の国際比較」

６歳未満の子どもをもつ夫婦の家事・育児関連時間（週全体平均・１日当たり）

17
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7

信頼性の低い

日本の労働時間

労働力調査と毎月勤労
統計調査～実際には労
働時間短縮目標は達成

されていない。

日本の違法労働

労働力調査と毎月勤労
統計調査とのギャップ＝
不払い違法労働は増
加傾向にある。

8

公共を支える労働者の勤務実態（保育）

保育労働者の
要求

時間外労
働・有給休
暇の可視化

18
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• 社会関係資本（Social Capital）＝
人々が他人に対して抱く信頼/「持ちつ
持たれつ」という互酬性の規範/人や組
織の間のネットワーク（絆）のことで、市
場では評価しにくい価値を生み出す。住
民の共助の基盤として重要性が認識さ
れるようになっている。

• 影響を及ぼす分野は、①企業を中心とし
た経済活動、②地域社会の安定、③国民
の福祉・健康、④教育、⑤政府の効率、な
ど。

• その計測は、客観的統計を用いるものと
個人調査によって指数を作成するもの
があり、後者では内閣府の調査がある。

• イギリスレガタム研究所によると、日本
の社会関係資本指数（総合評価）は、
201０年以降急速に低下している。

• 社会関係資本を棄損させる経済格差の
拡大

社会関係資本/ケアと支え合い/社会保障/
公共の仕事

●人間のケアの
営みと相互関係
の社会的保障

●潜在的達成可
能性の平等⇨家族
的責任を引き受
けることによる
就業機会や社会
的活動の機会の
喪失は不平等

●社会制度を、ケ
アなしに生存で
きない人やその
人の生存に責任
を負っている人
を包摂して構築
する

●妊娠出産保護

●育児介護のた
めの休業・労働時
間短縮等の権利
保障

●所得保障

●権利行使を理
由とする不利益
取扱いの禁止

●ハラスメント防
止

定年までの雇用を保障する労働契約の内在的要
請として、企業には募集・採用から配置・昇進
等待遇に至るまで、広範囲な裁量権が認められ
る。

労働者は、労働契約を締結するに際し、定
年までの雇用の保障と引き換えに、使用者
に包括的労務指揮権を与えている。

メンバーシップと集団主義を重視した企業の事
業運営上の必要と人事の自由は労働者の自由と
平等の人権に優位する。

10

不合理な格
差の合理化

包括無定量
な労働（仕
事と時間）

司法と立法
によるシス
テムの承認

企業中心
社会を支え
格差と貧困
を拡大させ
たレジーム
～契約から
身分へ

同一・同価値の安価な労働

労務費削減ニーズに基
づく均等待遇

正規雇用の淘汰と
ハードワーク

「長期臨時」契約

雇用の弾力化

競争抑制的規制の潜脱

商取引化された労働

競争促進的規制によ
る労働取引

最低労働条件・団結権
保障との衝突

ジェンダー化された労働の商取引化が
すべての労働者と政治的社会的協働を買い叩いていくー

自由と平等をトレードオフにしてきたレジーム
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育成期

採用数年にわ
たるOJT・
offJTによる
要請・基礎的な
仕事

自立期

応用的な仕事
を自立して処
理できる

リーダー(指
導職）

後輩に仕事を
教えながら
チームをリード
できる

管理職

まとまった業

務を処理する

単位の長とし

て組織を運営

する権限を行

使できる

仕事に自由がきかず労働時間が長い
転勤の負担

家族的責任
（結婚・妊娠・出産・子育て期）

退職・非正規
雇用へ

どんなに頑張って
も指導職まで昇
格しない

★女性の非正規雇用化は性役割を構造化した雇用の結果として生み
出されてきた古くからの問題だったが、男性の非正規雇用化は経営
側の雇用戦略とともに、若者の雇用問題として浮上してきた。

雇用における性差
別と非正規差別は
交差している

少子高齢化

イノベーションの欠
如＝生産性向上の

低迷

革新的技術への投
資不足

投資やイノベー

ションの促進

画一的な労働

制度の撤廃

労働参加

率の向上

保育や介護と

の両立を困難

にする壁の撤

廃

12

「難民受け入れは人口問題とし
て申し上げれば、我々は移民を
受け入れる前にやるべきことが
ある。それは女性や高齢者の活
躍であり、出生率を上げるには

まだまだ打つ手がある」
（2015年9月30日国連総会

後の記者会見）

人権保障を目的にし
た手段としての労働
法か

国難の少子化対策は産
む性の道具化/仕事と
生活の両立は対象とし
ての労働力政策

経済の活力を取り戻
すことを目的にして
労働者を手段化する
産業政策

働き手を経済や国家の対象・道具にし
て序列化した「働き方改革」

20
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アベノミクス一億総活躍 から新しい資本
主義」へ

女性の活躍

高齢者
の活躍

サラリー
マンの活

躍

13

高齢者は年金支給受
けずに筋トレやって
低賃金で活躍

女性は2人以上子ども
を産んで（4人以上産
んだら表彰されて）
低賃金で活躍

サラリーマンは企業の
自由に競争と選別の道
具にされて活躍

アベノミクス３本の矢はその核心に
あるトリクルダウンなど起きないこと
が実証され破綻は目にみえていた。
その総括もしないで「新しい資本主
義」「人への投資」を言い出したが、
何をどう変えようとしているのか

格差は人生を支える雇

用と労働条件・権利のあ

らゆる項目に及んでいる

性別格差 常用型・登録型格

差（有期・無期・賃

金補償）

職務格差

派遣先社員との

格差(商取引)

年齢格差

障害格差

ケア格差

14

社会一般に存在す
る社会的差別は、
労働者派遣を含む
非正規雇用の構造
によって、正規雇用
より強い影響を受け
ながら、正規・非正
規の雇用等待遇格
差を大きくしている。

「新しい資本主義」「人への投資」は成功するのか
性差別とパート・有期・派遣労働者の格差～交差する差別への対処から

労働と経済の分
派尾・再分配シ
ステムを変える

差別と暴力・ハ
ラスメントを根

絶する

21
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不合理性判断要素をめぐる問題

その他
の要素

職務の
同一性

人事
ローテー
ション

15

●格差の不合理
は労働者側が立
証責任を負担す
る

●使用者は十中
八九不合理とは
いえないという合
理的な根拠を示
せばいい

●将来を通じての
職務や配置の同一
性が要件になる

●比較対象（正
社員のポストが非
正規で採用され非
正規が競合）

将来にわたる貢献
期待度を排除と
いっても相互に関
係している

使用者の裁量に
よる免責の幅が

曖昧

〇格差は違法 〇賠償請求の根拠 〇将来の救済

合理性判断要素にある性別格差を生じさ
せる構造（間接差別・合理的配慮）

16

②女性の活躍推進法と情報開示
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立証責任と説明責任/誠実交渉義務

裁判所は法律要件説をとって権利を主張する労働者側
に立証責任（高度の蓋然性）を負わせており、差別の
立証についても同じと考えている。しかし、待遇を決
定したのも証拠を掌握しているのも使用者なので、使
用者に立証責任を負わせるのが本来の筋。

実務では、労働者側に立証責任を負わせつつ、労働者
側がある程度のところまで立証すれば使用者側に反証
させたり（間接反証）、文書の提出責任を負わせたり
（文書提出命令）して、当事者間の公平を図ろうとし
ているが、権利を駆使するには高度の訴訟技術が必要。

説明責任は、立証責任とは異なるが、格差の合理性を
説明できない限り是正が求められるといった考え方に
結び付けたり、手持ち証拠の提出責任や間接反証の幅
に影響を及ぼす可能性がある。その意味で権利を「絵
に描いた餅」にしない有効なツールにもなる。

17

労使交渉は
格差を乗り越
えられるか

団体交渉にお
ける使用者の
誠実交渉義務

不誠実交渉＝団体交渉拒否
説明できない＝不合理
（賠償請求の可能性）

育成期

採用後数年にわた

るOJT・offJTによる

養成期で基礎的な

仕事を処理できる

自立期

応用的な仕事を自

立して処理できる

リーダー(指

導職）

後輩に仕事を教え

ながらチームをリード

できる

管理職

まとまった業務を処

理する単位の長とし

て組織を運営する

権限を行使できる

③ ジョブ型雇用というが職務主義は差別とハードワークを乗り越えられるか

Ⅰ・1~3

Ⅱ・1~５

Ⅲ・1~５

Ⅳ・1~3

職務

能力

業績

経験

能力

職務等
級制度

職能等
級制度

◎上位格付けには上位の職務を処理する
能を備える必要がある⇨入学方式
◎職務に対応した業績で年功制克服

◎一定の経験を積めば上位の職務を処理
する能力が備わったとみる⇨卒業方式
◎年功制と親和的

基本給

職能給

職務給

生活給

賃金の性質に応じ
た均等均衡の必要

23
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異なる職種の職務評価

職 務 評 価 （デザイナー）

職務評
価点

職務アイテム 知識・技能 負担 責任 労働環境

①仕事関連の
知識・技能

②問題解
決力

③コミュニ
ケーションの
技能

④機器の
操作の技
能

⑤精神的
負担

⑥締め切り
期限等の
負担

⑦身体的
負担

⑧８利益追求
に対する責任

⑨９商品・
サービス創
造責任

⑩１０労働
時間の不
規則性

⑪１１労働
環境の不
快さ

1)市場調査 1  ② 3  4 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 1  ② 3 ① 2  3 1  ② 3 ① 2 3 4 ① 2  3 ① 2  3 1  ② 3 375

2)商品の企画 1  2  ③ 4 1  ② 3 1  ② 3 1  ② 3 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  ② 3 ① 2  3 825

3)サンプル制作 1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 895

4)展示会準備 1  2  ③ 4 1  ② 3 1  ② 3 1  ② 3 1  ② 3 1  ② 3 1  ② 3 1  2  ③ 4 1  ② 3 1  ② 3 ① 2  3 655

5)生産指示 1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 895

6)製品チェック 1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  3  ④ 1  ② 3 ① 2  3 ① 2  3 770

7)資料整理・保管 1  ② 3  4 1  ② 3 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 ① 2 3 4 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 335

8)仕事全般 1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  ③ 1  2  ③ 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  ② 3 ① 2  3 875

職 務 評 価 （営業）

職務評
価点

職務アイテム 知識・技能 負担 責任 労働環境

①仕事関連
の知識・技

能

②問題解
決力

③コミュニ
ケーション
の技能

④機器の
操作の技
能

⑤精神的
負担

⑥締め切
り期限等
の負担

⑦身体的
負担

⑧８利益追
求に対する
負担

⑨９商品・
サービス創
造責任

⑩１０労
働時間の
不規則性

⑪１１労
働環境の
不快さ

1)部門内営業会議への参
加

1  ② 3  4 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 1  ② 3 ① 2  3 ① 2  3 1  2  ③ 4 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 425

2)市場調査 1  ② 3  4 ① 2  3 1  ② 3 ① 2  3 ① 2  3 ① 2  3 1  ② 3 ① 2 3 4 ① 2  3 ① 2  3 1  ② 3 365

3)展示会準備 1  ② 3  4 1  ② 3 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  ② 3 ① 2  3 1  2  3  ④ 1  2  ③ ① 2  3 ① 2  3 730

4)展示会での商談、商品の
説明

1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 845

5)成約および生産依頼 1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 845

6)受け渡し 1  ② 3  4 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 1  2  3  ④ 1 ② 3 ① 2  3 ① 2  3 705

7)在庫商品の消化 1  ② 3  4 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 1  2  3  ④ 1 ② 3 1  ② 3 1  ② 3 745

8)仕事全般 1  2  ③ 4 1  2  ③ 1  2  ③ ① 2  3 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 1  2  3  ④ 1  2  ③ 1  ② 3 1  ② 3 845

転勤の有無で区分された契約区分の職務評価（上段あり・下段なし）

職務アイテム １．知識・技能
３．問題解

決
２.責任 ４．精神的・肉体的負荷

a.(70･130･
190)

b.(30･60･90)
c.(20･40･
60)

d.(20.40.
60)

e.(40･80･
120)

f.(30･60･
90)

g.(30･60･
90)

h.(40･80･
120)

ｉ.(20･40･
60)

j..(20･40･
60)

k..(20･40･
60)

業務知識 対人折衝 外国語
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
OA操作

問題解決
力

業務遂行
判断・処
理責任

利益目標
への責任

注意力
集中力

対人関係
によるス
トレス

ノルマに
対するｽﾄ
ﾚｽ

締切によ
るストレス

合計点
１．市場調査、およ
び商品情報の収集 190 60 60 20 120 60 90 80 60 60 40 840
２．採算見積 130 60 40 20 80 60 90 80 40 40 20 660
３．価格の交渉 190 90 60 20 120 90 90 120 60 60 60 960

４．与信限度の申請 130 30 40 20 80 90 30 80 20 20 20 560
５．信用状開設(輸
出） 130 60 40 20 80 60 60 120 20 40 60 690
６．検査手配 130 90 40 20 80 60 30 80 40 20 40 630
7.クレーム処理 190 90 60 20 120 60 60 80 60 40 60 840

合 計 5180

740 

１．採算見積 130 30 40 20 80 60 60 120 20 20 20 600
２．客先への売契約
書・ﾒｰｶｰ注文書作成 190 60 40 40 80 90 30 120 40 20 60 770
３．与信限度枠管理 130 60 40 40 80 90 30 80 40 20 60 670
４．検査手配 130 90 40 20 80 60 30 80 40 20 60 650
５．荷揃・船積に関す
る業務 190 90 40 40 120 60 60 120 40 40 60 860
６．入金・出金管理 130 60 40 40 80 90 60 120 40 20 60 740
７．売上計上・諸掛の
チェック 190 60 20 40 80 60 60 120 20 40 60 750
８．決算業務 130 30 20 40 80 60 30 120 20 20 60 610

合 計 5650

706
95%

20
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日本のジェンダーギャップ指数は、経済社会の分配
と再分配のシステムが「平等」に機能しないことを示
している。「平等」とはどういうことをいうのかについて
の共通認識が形成されていない。「多様性」とか
「ジェンダー」が「はやり言葉」になってきたが、それで
もジェンダー格差解消が進まないのは力関係なのか。
これによる影響は深刻で連鎖して拡大しサカイの持
続的発展の基盤を損なうことが指摘されているの
に・・・

◆育つ環境や所属集

団のなかで無意識の

うちに脳に刻み込ま

れ規制概念・固定観

念になっていく。人

間の認識・記憶・判

断・表現の過程で行

われるショートカッ

トに、この無意識の

バイアスが影響を与

える。とくに、採用

や昇進人事の場面で

無意識のバイアスが

働くことが知見と

なってきた。

● ステレオタイプ・スレット
「女の児は生まれつき数学の能力、論
理力に欠ける」「女性は細やかな心使
いができる」といった先入観が脳に刻
み込まれる結果、女児・女性自身がそ
う思い込んで選択に影響を及ぼす。

● 属性によるバイアス
ジェンダー・職業・学歴・人種等に基
づく集団の代表的な特徴（科学に強い/
弱い、信用できる/できない）を想定し、
集団に属する人間は誰もがそうした特
徴を盛ると判断してしまう。同じ集団
に属さない人には警戒心をもつ。

● マイクロアグレッション＝些細な
侮辱 （日常の相互関係のなかで他者
に横柄な態度をとること。話の最中に
口を挟む、その人がいるのに存在を無
視する、本人の前でその人の代弁をす
る、間違った名前で呼ぶなど）

男女間
格差

男女の生物学
的（身体的精
神的）格差

性別分業（男
は仕事・女は
家庭）

偏見・固定観
念（意識下さ
れた/無意識

の）

日本型雇用慣
行（男性稼ぎ
主モデル）

雇用（労働）シ
ステム・雇用
（労働）形態

税・社会保障

無意識のバイアス Unconscious Bias
誰もが潜在的にもっている偏見

これらの問題のトータルが労働分野において凝縮して表現され綱引きされてきたのが
「賃金」であり、今日の貧困と格差の要因である。ハラスメントはそうした労働における
力関係を示している。

包括的労働関係は解消に向かうか
人権保障としての1日8時間労働制とジェンダー主流化

男女が平等にあらゆる分野における責任と権限を分かち合えるには1
日6時間制、それで生きていける差別のない所得の保障が不可欠

所得のた
めの時間

自分自身のた
めの時間

休息のた
めの時間

健康の維持はもちろ
んだが、これまで無
償で行われてきたケ
アのための時間は

女性たちが待遇を改
善するために労働組
合活動などに参加し
行動する時間は

女性たちが社会や政
治を変えてあらゆる
分野における平等な
権利を獲得するため
の政治的社会的自由

は？

自由を手
にする

25
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包括無定量な働き方と差別・貧困・暴力
を根絶する雇用戦略

包括的労働関係と不合理な格差の解消⇒職場、
家庭、公共のあらゆる分野で平等に権限と責任
を分かち合える雇用システムへ⇒労働時間短縮
目標は1日6時間1週30時間/不合理な格差を可
視化するシステム

実労働時間と所得の把握・モニタリングを労働
時間短縮・格差解消に向けた労使の取り組みに
結び付ける仕組み⇒労働と所得の公正な分配・
分かち合いに向けた戦略

育児・介護などの家族的責任、公共的活動、生
活ニーズのための労働条件選択を理由とする不
利益の解消・禁止⇒パート等非正規雇用の選択
による不利益の禁止

23

性中立的でない
結果をもたらす
雇用慣行や制度

の撤廃

実労働時間の短
縮と所得格差解
消に向けたポジ
ティブアクショ

ン

家族的責任のた
めに選択された
パート・有期・
派遣就労の不利

益の解消

経済の持続的発展と
人権のために求めら

れたもの

中心にある
ジェンダー
主流化

～経済社会の
持続的発展と
平和のために

人間の歴史を支える普遍的な営みを大事にする人間中心ア
プローチを主流にしなければならない。人が人として生ま
れ生きて命を閉じていく歴史の繰り返しにおいて、ケアに
よる「人間の依存」関係は不可避であり生存の基盤である。

そうした人間の必然的な営みを、社会公共の核心的テーマ
に押し上げることなくして、人間の自由と平等はありえな
い。アマルティア・センが述べたように、よい人生を送る
ための潜在的な達成可能性は平等であるべきであって、家
族的責任を引き受けることで就業の機会を失ったり、社会
的な活動の機会を失ったりするのは不平等である。

あらゆる分野におけるジェンダー主流化政策は社会の持続
的発展のために不可欠であること。したがって、あらゆる
立法政策がジェンダー平等の観点から検証し見直さなけれ
ばならない。

24
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暴力・ハラスメントの本質は「支配」
～差別による支配と自由の剥奪～

支配はど
こから生
まれ、ど
のように
引き継が
れていく
のか

◆女性の妊娠・出産は一時的にも社会的資源から遠ざかることを宿
命とするため、社会の変化とともに出産能力は「資源」と認識され、
さらに特定集団の財産になった。モノ化された女性の所有は女性を
公的場面から排除し、公的な営みを担う男性が女性を支配するとい
う家父長制を生み出した。家父長制と軍事とは不即不離の関係にあ
る。
◆そこでは、男性が女性を性的対象とする力が与えられているとい
う考え方や行動スタイルが染み渡ってきた。性的なことは男性に支
配権があるとする考え方の先には、「女性は性的なことについては
嘘をつくもので本当のことは言わない」「男性が性的対象に選んだ
のだから女性が性的に誘ったに違いない」「拒否もイエスのうち」
といった見方がある。

◆そのため被害者は、ハラスメントに抗おうにも行動が制約され、相
談することも、公にすることもできない。相談しても、被害者に張り
巡らされた暗黙の圧力の結果、逆に貶められたり非難されたり、な
かったことにされたり、プライベート（私的）な性的関係として噂話
をながされ女性の名誉をますます傷つけてしまう。

25

●ハラスメント・暴力は、その形態を問わず、心身の健康から生活
の基盤、人的関係まで深刻な影響を与える。その構造は・・・・
・性暴力の身体と心、社会的諸関係に及ぼす打撃性
・被害者の人権を守る配慮がなく
・その犠牲のもとに組織の安泰をはかろうとする
・女性の性的プライバシーの対象化・道具化と支配
・安心と信頼の破壊と喪失

●社会構造や対人関係上のリスクから発生するハラスメントは生活のなかに構
造化されて社会構成員をソフトに支配し、人々を排除へと追いやっている。
●それが何であるのか、影響がいかに深刻であるかは可視化されずらいし、異議
申立てはもっと困難。

26

●偏見・固定観念・慣行を利用した情報のコントロールによる
●性暴力の組織化、それが国家の体質になるとき
●権力犯罪が隠ぺいされる危険

27
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ジェンダー規範は男女に異なる社会的役割を与える。これを通じて生じる男女の分業関係（性
別分業）規範は子どもが社会規範を学習する過程（家庭・学校・友人関係・メディアとの接
触）のなかで学び取られていく。これによってものごとの実権は男性に集中し、考え方や行動
も支配される。

黙示的制裁（無
視・仲間外れ・

排除）

明示的
制裁（差
別的不
利益・暴
力）

感情の負
の働き（羞
恥心・ミソ
ジニー）

冷静沈
着

優しさ・共感が
ない

競争的
協調性・包容

力がない

積極
的・野
心的

偉そうだ

27

社会規範からの逸脱に
自発的制約を加える仕組み

ジェンダー化された組織
男らしさの優遇とダブルバインド

無意識のバイアス

根強いジェンダー規範が男性に政治と経済における権力を集中させてきた
求められるジェンダー規範に基づく社会システムからの決別

告発する
と身動き
できなくさ
せる

否定的評価・二次加害

プライベー
ト/同意

責任転嫁

被害の無化・矮小化

虚偽風説の流布

悪循環は労働者に不利益を加えながら加速する

包括無定量労務提供型正社員
ホワイトカラーエグゼンプション

ジョブ型・限定労務提供型（正）社員
短時間正社員

ワークライフバランス
３年育児休業・少子化対策

有期雇用 短時間雇用

派遣・請負・委託
28

賃金低下 労働時間
増加

格差拡大

賃金低下

28
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• ファシズムは、民主主義と自由の矛盾の裂け目で大衆のなかから生み出される
• エーリッヒ・フロム「自由からの逃走」は、ファシズムを大衆が支持し支配に服する構造

について、自由の二面性（人々の追い求める理想とともに集団＝安定した土台を壊してし
まう）にふれて、近代資本主義の浸透とともに集団による保護を失った人々が不安・孤
独・無力感に襲われ（特に没落する中間層・貧困層）、それが偉大なドイツ・ヒトラーへ
の傾倒を生み出したと指摘する。自由には責任が伴うものであり、その自由が重荷となっ
た人々はそこから逃走してファシズムへと走った。自由の重荷から逃れて新しい依存と従
属を求めやすい人間性＝権威主義的性格を問題にした。

• 悪の陳腐さ～ユダヤ人を大量にガス室に送り込んだアドルフ・アイヒマンが訴追された法
廷を取材したハンナ・アーレントは、ユダヤ人組織がナチスに協力したこと、アイヒマン
は決して悪魔のような人物ではなく、思考の欠如した官僚であって、考える力、他の人の
立場にたって考える能力の不足と結びついていることを指摘した。

• 新自由主義の言説である「自由」と「平等」の意味と国家像

29

Quatre petits bouts de pain
Magda Hollandeｒ-Lafon

●あくまでも自分に忠実でいてください。他人の期待に応えようとして、あるいは人から愛さ
れなくなることを恐れて、自分を捨ててはいけません。
●あなたたちにお勧めするのは、外からの影響に抵抗し、自分の情報源を選ぶことです。人が
真実だと語ることをすべて鵜呑みにしてはいけません。あなたがとても受け入れられない、人
間的に正しくないと感じる状況に直面したときには、自分を信じて行動しなさい。
●しっかりと見分けて選び、自分で選択したことに責任を持てるようになることです。無関心
と無知を連帯に代えるのです。無関心と無知は、私に言わせれば、人間の死、人間性の死です。

自由とは何か
～人間を無用のものとする巨大な国家犯罪を用意したもの～

29
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      元自治労本部女性部長 

             松澤 佳子さん 
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教宣紙づくりと要求づくり 

                                 2023 年度女性労度学校後期 

 

１， 手書き新聞の目的 

手書きならではの温かみ 

みんなで編集の基本を学んで、今後に活かす 

みんなの力でつくる 

 絵のうまい人･･･マンガ、カット 

 字のうまい人･･･見出し 

 細かい字のうまい人･･･本文の記事 

 

＊ PC で作る利点 

文書に削除、追加など修正がしやすい 

紙面に統一性があり、見やすい 

 

２， 教宣紙の目的 

ひとりの悩みを共有し、みんなの要求にする 

職場や地域、家庭で「飲み込んでがまんしていること」を、自己責任、自己解決でなく、話し合

って共有する 

「働き続けられない職場」を「健康ではたらき続けられる職場に」 

 

３， 教宣紙づくりの基礎 

① 企画編集 

話し合った内容で、何をメインの記事にするか決める 

一番訴えたいこと、共有してほしいことをメイン記事に 

新聞の題名を決める 

② レイアウト（割り付け） 

記事や見出し、写真、カットなどを見やすく読みやすくする 

版下用紙に仮割り付け（設計図） 

紙面のどこにどの記事を配置するか決める 

行数が決まったら、作業を振り分ける 

③ 原稿用紙をつかって、記事を書く（縦書き 12 字×行数）→清書 

 文章はコンパクトに、同じ言葉は何度も使わない、できるだけ具他的な事実を 

見出しを考える 

カットや、見出しのレタリング 

④ 清書して、新しい版下用紙に、ペーパーボンドで貼り付ける 
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た
の

職
場

は
？

 

               ３
－

１
．

次
の

休
暇

に
つ

い
て

知
っ

て
い

ま
す

か
？

 

                 ３
－

２
．

次
の

休
暇

を
取

得
し

た
こ

と
は

あ
り

ま
す

か
？

 

                

27

15

11

3
2

051015202530

役
場
庁
舎

保
育
所

幼
稚
園

学
校
関
係

出
先
職
場

58
54

24

48
58

44
41

57

0
4

34

9
0

14
16

0
0

0
0

1
0

0
1

1
010203040506070

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

49

19

0

27

39

0
0

41

6

35

54

27

16

53
54

14

3
4

4
4

3
5

4
3

0102030405060

あ
る

な
い

無
回
答
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４
．

２
０

２
１

年
中

に
取

得
し

た
各

種
休

暇
 

 ４
－

１
．

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

４
－

２
．

 

年
次

有
給

休
暇

の
日

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

夏
季

特
別

休
暇

の
日

数
 

 

  ４
-
3

．
そ

の
他

の
休

暇
の

日
数

 

                ４
－

４
．

そ
の

他
の

休
暇

の
内

訳
 

             

1

9
11

16

13

6

2

024681012141618

1

57

0102030405060

3日
5日

11

20

9

1
1

16

0510152025

0日
1〜

3日
4〜

6日
7〜

10
日

11
日
以
上

無
回
答

9

5
4

10

2
1

2

024681012

４
－

５
．

休
暇

に
つ

い
て

感
じ

て
い

る
こ

と
 

 ・
課

や
係

で
休

む
人

が
重

な
っ

て
い

た
り

、
人

が
少

な
く

な
り

そ
う

だ
っ

た
り

す
る

と
き

は
休

み
づ

ら

い
の

で
、

休
む

予
定

に
し

て
い

た
が

や
め

た
こ

と
は

時
々

あ
っ

た
。

 

・
介

護
休

暇
は

同
居

し
て

な
く

て
も

取
得

で
き

ま
す

か
？

私
の

認
識

で
は

、
同

居
が

条
件

だ
っ

た
様

に

思
う

の
で

す
が

。
も

し
同

居
が

条
件

だ
っ

た
ら

そ
の

条
件

を
は

ず
し

て
ほ

し
い

で
す

。
 

・
ほ

と
ん

ど
、

子
ど

も
の

行
事

や
看

病
な

ど
で

あ
る

が
、

業
務

の
状

況
に

よ
り

取
り

づ
ら

い
と

き
も

あ

る
。

 

・
ク

ラ
ス

担
任

を
し

て
い

る
責

任
感

か
ら

な
か

な
か

休
み

を
取

り
づ

ら
い

こ
と

が
あ

る
。

 

・
と

に
か

く
体

を
休

め
た

い
。

 

・
休

暇
は

計
画

的
に

と
り

た
い

が
、

と
れ

な
い

。
と

る
た

め
に

は
、

職
場

内
で

計
画

を
立

て
て

、
勤

務

の
割

り
振

り
を

し
な

け
れ

ば
、

む
ず

か
し

い
。

突
発

的
な

休
暇

は
、

と
れ

る
よ

う
に

お
互

い
に

努
力

し

て
い

る
。

 

・
職

員
が

も
う

少
し

増
え

た
ら

取
り

や
す

い
と

思
い

ま
す

。
フ

リ
ー

保
育

士
が

正
規

で
あ

と
２

名
は

ほ

し
い

で
す

。
 

・
人

員
が

少
な

く
な

れ
ば

と
れ

な
く

な
る

し
、

会
計

年
度

任
用

職
員

の
方

を
優

先
し

な
け

れ
ば

い
け

な

い
雰

囲
気

が
あ

り
、

と
り

た
く

て
も

と
れ

な
い

。
「

な
ぜ

任
用

職
員

が
毎

年
集

ま
ら

な
い

の
か

を
考

え

て
欲

し
い

」
と

言
わ

れ
る

の
が

プ
レ

ッ
シ

ャ
ー

に
な

っ
て

い
る

。
 

・
子

の
看

護
休

暇
が

小
学

校
ま

で
な

の
で

拡
大

し
て

ほ
し

い
。

家
族

看
護

休
暇

が
あ

れ
ば

と
思

う
。

親

な
ど

病
院

に
連

れ
て

い
っ

て
い

る
人

も
い

る
し

、
コ

ロ
ナ

も
広

が
っ

て
い

る
の

で
、

あ
れ

ば
と

思
う

。
 

  5
．

休
暇

を
取

得
し

や
す

く
す

る
た

め
取

り
組

ん
で

い
る

こ
と

 

 ・
課

内
で

周
り

が
ど

ん
な

仕
事

を
し

て
い

る
の

か
、

日
ご

ろ
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
が

大
事

 

・
取

組
で

は
な

い
の

で
す

が
、

職
場

の
雰

囲
気

が
い

い
の

で
（

管
理

職
の

方
や

ま
わ

り
の

方
が

声
を

か

け
て

く
れ

た
り

）
年

休
は

取
得

し
や

す
い

で
す

。
 

・
お

互
い

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
を

確
認

し
、

い
つ

が
休

め
そ

う
か

、
等

の
声

か
け

を
し

て
い

る
。

 

・
人

数
が

少
な

い
職

場
で

は
あ

る
が

、
全

職
員

が
月

に
１

日
ず

つ
休

み
が

取
れ

る
よ

う
に

、
勤

務
を

考

え
て

く
れ

て
い

る
。

 

・
休

暇
を

取
得

し
や

す
い

よ
う

声
を

か
け

合
い

、
で

き
る

だ
け

順
番

に
休

暇
を

と
れ

る
よ

う
に

し
て

い

る
。

ま
た

、
休

む
職

員
の

フ
ォ

ロ
ー

な
ど

協
力

し
合

え
る

よ
う

連
携

を
と

る
よ

う
に

し
て

い
る

。
 

・
人

を
増

や
し

て
ほ

し
い

。
 

・
お

互
い

に
休

暇
を

取
得

し
や

す
い

よ
う

に
声

を
か

け
合

っ
て

い
る

。
 

・
み

ん
な

で
協

力
し

て
休

み
や

す
い

職
場

作
り

 

  6
－

１
．

２
０

２
１

年
中

の
時

間
外

勤
務

 
１

か
月

あ
た

り
の

平
均

 

             

7

25

15

5
6

24

16

8

1

9

051015202530

0時
間

1〜
5時

間
6〜

15
時
間

16
〜
25

時
間

無
回
答

命
令
あ
り

命
令
な
し
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6
－

２
．

２
０

２
１

年
中

の
時

間
外

勤
務

 
一

番
多

か
っ

た
月

 

                

  ７
．

時
間

外
勤

務
が

多
か

っ
た

月
は

、
ど

う
し

て
多

く
な

っ
た

の
で

す
か

？
 

 ・
主

催
イ

ベ
ン

ト
や

提
出

物
の

し
め

き
り

が
多

く
、

時
間

内
で

仕
上

が
ら

な
か

っ
た

た
め

。
 

・
出

張
や

住
民

対
応

、
業

務
量

な
ど

が
重

な
り

多
く

な
っ

た
と

考
え

る
。

 

・
異

動
に

伴
う

引
継

ぎ
や

交
付

金
・

調
査

等
の

締
切

が
多

か
っ

た
た

め
。

仕
事

の
内

容
に

つ
い

て
ま

だ

よ
く

わ
か

っ
て

い
な

い
時

期
だ

っ
た

の
で

、
１

つ
１

つ
の

業
務

に
時

間
が

か
か

っ
た

と
思

う
。

 

・
行

事
の

準
備

等
。

正
規

の
職

員
が

２
人

な
の

で
、

早
出

と
遅

出
を

２
人

と
臨

時
職

員
で

ま
わ

し
て

い

る
の

で
、

そ
う

な
り

ま
す

。
 

・
行

事
前

の
準

備
や

月
末

。
配

布
手

紙
や

事
務

処
理

な
ど

。
 

・
遅

出
勤

務
が

多
か

っ
た

り
、

行
事

の
準

備
や

片
づ

け
な

ど
で

時
間

が
か

か
っ

た
時

に
多

く
な

り
ま

し

た
。
報

告
書

や
レ

ポ
ー

ト
、
保

育
案

を
書

い
た

り
す

る
時

も
時

間
外

や
サ

ー
ビ

ス
残

業
に

な
り

ま
し

た
。
 

・
新

年
度

準
備

や
行

事
前

（
運

動
会

前
、

表
現

会
前

）
 

４
月

か
ら

毎
日

、
１

時
間

～
１

時
間

半
ぐ

ら
い

の
残

業
は

あ
た

り
前

の
よ

う
に

し
て

い
る

が
、

時
間

外

を
つ

け
た

こ
と

は
な

い
で

す
。

 

・
他

の
保

育
所

へ
手

伝
い

に
行

っ
た

 

・
選

挙
 

・
新

型
コ

ロ
ナ

ワ
ク

チ
ン

接
種

体
制

確
保

に
関

す
る

事
務

増
大

の
た

め
。

 

  ８
．

時
間

外
勤

務
が

多
い

月
は

、
身

体
や

生
活

に
支

障
は

あ
り

ま
せ

ん
で

し
た

か
？

 

 ・
何

も
や

る
気

が
起

き
な

か
っ

た
。

家
事

の
負

担
を

家
族

に
か

け
て

し
ま

っ
た

。
 

・
晩

ご
は

ん
を

食
べ

る
時

間
が

遅
く

な
り

、
寝

る
時

間
も

遅
く

な
り

、
子

ど
も

と
の

時
間

も
持

て
な

い

た
め

、
心

身
と

も
に

疲
へ

い
し

た
。

 

・
食

事
が

遅
く

な
り

が
ち

で
あ

っ
た

。
 

・
子

ど
も

の
世

話
を

す
る

人
を

確
保

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
っ

た
 

・
ス

ト
レ

ス
が

た
ま

り
疲

れ
や

す
か

っ
た

。
 

・
疲

労
の

た
め

日
中

の
作

業
効

率
が

下
が

っ
た

り
、

意
欲

が
出

な
か

っ
た

。
家

族
も

外
食

が
増

え
る

な

ど
迷

惑
を

か
け

た
。

 

・
早

出
勤

務
が

大
変

で
し

た
。

子
ど

も
と

の
生

活
は

、
こ

ま
か

い
部

分
ま

で
気

配
り

目
配

り
が

必
要

な

の
で

、
疲

れ
が

た
ま

っ
て

く
る

と
、

見
え

て
な

い
部

分
が

多
く

な
っ

て
し

ま
う

。
 

 

4

10

18

4
5

3
3

11

22

6

12

3
0

0
0

15

0510152025

命
令
あ
り

命
令
な
し

９
．

ど
ん

な
サ

ー
ビ

ス
残

業
を

し
ま

し
た

か
？

 

・
伝

票
処

理
や

書
類

整
理

な
ど

（
き

り
の

良
い

と
こ

ろ
ま

で
仕

上
げ

る
た

め
）

 

・
担

当
す

る
業

務
以

外
の

事
で

追
わ

れ
、

本
来

予
定

し
て

い
た

量
の

業
務

が
時

間
内

に
終

わ
ら

ず
に

後

処
理

す
る

等
。

 

・
サ

ー
ビ

ス
残

業
は

、
ほ

ぼ
毎

日
１

時
間

以
上

行
っ

て
い

る
こ

と
が

多
い

。
夏

休
み

な
ど

は
少

な
い

。
 

事
務

、
学

級
事

務
、

園
務

、
保

護
者

対
応

、
行

事
の

準
備

、
製

作
準

備
、

打
ち

合
わ

せ
 

他
 

・
ク

ラ
ス

の
幼

児
が

早
朝

か
ら

登
園

す
る

た
め

、
自

分
も

早
め

に
出

勤
し

た
り

、
書

類
作

成
や

教
材

研

究
な

ど
段

取
り

が
う

ま
く

い
か

ず
、

時
間

通
り

に
業

務
が

行
え

な
か

っ
た

り
し

た
。

 

・
学

級
事

務
や

行
事

等
の

準
備

 

・
行

事
の

準
備

や
事

務
処

理
な

ど
 

・
児

童
へ

の
指

導
、

演
奏

の
参

加
。

昨
年

は
代

休
を

内
々

に
春

休
み

な
ど

に
い

た
だ

け
て

い
た

。
今

年

度
か

ら
な

く
な

っ
た

。
 

  １
０

．
持

ち
帰

り
残

業
を

し
た

こ
と

は
あ

り
ま

す
か

？
ど

の
よ

う
な

仕
事

で
、

ど
の

ぐ
ら

い
の

時
間

で

す
か

？
 

  
 

 
 

あ
り

 
 

 
２

5
人

 

 
 

 
 

な
し

 
 

 
２

７
人

 

 
 

 
 

無
回

答
 

 
 

6
人

 

 ・
チ

ェ
ッ

ク
作

業
、

文
章

を
考

え
る

 

・
毎

月
月

末
の

幼
児

帳
面

コ
メ

ン
ト

・
出

欠
記

入
や

個
人

記
録

、
製

作
準

備
等

 

・
週

録
、

次
の

日
の

教
材

研
究

な
ど

、
短

く
て

も
１

時
間

。
長

く
な

る
と

２
時

間
。

 

・
月

の
製

作
や

行
事

の
準

備
な

ど
家

で
で

き
る

業
務

。
休

日
や

夜
間

な
ど

５
～

６
時

間
／

日
の

と
き

も

あ
る

。
 

・
オ

ン
ラ

イ
ン

会
議

 
１

～
２

時
間

 

  １
１

．
職

場
の

人
員

は
足

り
て

い
ま

す
か

？
 

 ・
コ

ロ
ナ

対
策

の
事

業
が

増
え

て
い

る
。

一
過

性
か

と
も

思
う

が
、

業
務

量
が

増
加

し
て

い
る

と
感

じ

る
。

 

・
人

に
よ

っ
て

業
務

量
に

差
が

あ
る

よ
う

に
感

じ
ま

す
。

課
員

の
人

数
に

対
し

て
業

務
の

幅
が

広
く

、

全
員

が
ま

ん
べ

ん
な

く
負

担
す

る
こ

と
は

難
し

い
た

め
、
せ

め
て

１
人

増
え

れ
ば

助
か

る
と

思
い

ま
す

。

（
R

３
年

度
に

事
業

は
増

え
た

が
人

員
の

数
が

変
わ

っ
て

い
な

い
こ

と
も

問
題

）
 

・
足

り
て

い
る

と
は

思
わ

な
い

。
保

育
以

外
に

も
、

事
務

的
な

仕
事

も
多

く
、

ゆ
っ

く
り

教
材

研
究

を

し
た

り
す

る
時

間
が

な
い

。
支

援
を

必
要

と
す

る
幼

児
が

遅
く

ま
で

預
か

り
を

利
用

す
る

が
、

支
援

員

の
勤

務
時

間
は

1
5

:3
0

ま
で

の
た

め
、

そ
の

後
の

フ
ォ

ロ
ー

が
必

要
に

な
り

、
事

務
仕

事
も

な
か

な

か
は

か
ど

ら
な

い
。

 

・
足

り
て

い
な

い
。

も
っ

と
上

の
人

達
は

、
こ

の
現

状
を

知
っ

て
い

る
の

か
と

疑
問

に
思

う
。

 

・
正

規
と

会
計

年
度

職
員

の
勤

務
が

異
な

る
た

め
、

会
計

年
度

職
員

さ
ん

の
時

間
を

守
ろ

う
と

す
る

と
、

自
分

の
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

仕
事

が
と

ど
こ

お
っ

て
し

ま
う

た
め

、
正

規
職

員
が

必
要

だ
と

思
う

。
 

・
フ

リ
ー

保
育

士
が

も
う

少
し

ほ
し

い
と

思
い

ま
す

。
（

正
規

で
石

井
町

立
で

あ
と

２
人

は
ほ

し
い

で

す
。
）

任
用

さ
ん

は
な

か
な

か
集

ま
ら

な
い

の
で

、
各

保
育

所
に

２
名

は
フ

リ
ー

の
正

規
保

育
士

が
ほ

し
い

と
思

い
ま

す
。

 

・
全

く
足

り
て

い
ま

せ
ん

。
毎

日
合

同
保

育
で

す
。

 

・
不

足
し

て
い

る
。

既
婚

者
か

つ
子

ど
も

が
い

る
職

員
、

遠
方

か
ら

来
て

い
る

職
員

が
多

い
た

め
、

休

日
の

出
勤

、
時

間
外

の
対

応
が

難
し

い
。

 

・
新

型
コ

ロ
ナ

ワ
ク

チ
ン

業
務

が
始

ま
っ

て
２

年
目

と
な

る
が

通
常

業
務

と
兼

務
で

行
う

の
は

、
厳

し

く
な

っ
て

い
る

。
専

任
チ

ー
ム

が
必

要
だ

と
思

う
。
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１
２

．
ご

自
由

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
 

 ・
新

規
採

用
（

一
般

）
が

最
近

は
少

な
い

と
感

じ
る

の
で

、
多

く
採

用
し

て
も

ら
え

る
よ

う
に

要
望

し

て
ほ

し
い

。
 

・
人

数
が

少
な

い
職

場
で

は
、

育
休

職
員

の
補

充
を

い
ろ

い
ろ

し
て

ほ
し

い
。

 

・
職

場
内

の
雰

囲
気

は
よ

く
、

園
内

の
仕

事
を

助
け

合
っ

て
で

き
て

い
る

。
組

合
に

あ
げ

る
こ

と
な

の

か
、

園
長

先
生

や
委

員
会

に
言

う
べ

き
こ

と
な

の
か

迷
う

こ
と

が
あ

る
。

若
い

世
代

と
年

配
の

世
代

の

ギ
ャ

ッ
プ

は
あ

る
と

思
う

が
、

古
き

よ
き

や
り

方
も

大
切

だ
と

感
じ

る
こ

と
も

多
い

。
組

合
活

動
が

、

自
分

た
ち

の
職

場
を

働
き

や
す

く
し

て
く

れ
て

い
る

こ
と

を
若

い
人

た
ち

に
発

信
し

て
い

け
ば

い
い

と
思

う
。

ど
の

年
齢

で
も

、
そ

の
年

齢
な

り
の

悩
み

は
あ

っ
て

、
そ

ん
な

声
を

す
く

い
上

げ
て

く
れ

る

よ
う

な
組

合
で

あ
っ

た
ら

い
い

の
で

は
な

い
か

と
ち

ょ
っ

と
思

っ
た

。
 

・
休

み
が

と
れ

な
い

。
と

れ
る

状
況

に
な

ら
な

い
。

本
当

に
困

っ
て

い
ま

す
。

 

・
人

員
不

足
 

正
規

補
充

で
お

願
い

し
ま

す
。

賃
金

を
上

げ
て

ほ
し

い
。

 

        
 

皆
さ

ん
、

本
当

に
仕

事
が

お
忙

し
い

中
、

た
く

さ
ん

の
ご

意
見

を
出

し
て

い
た

だ
い

て
、

あ
り

 

 
が

と
う

ご
ざ

い
ま

す
！

 

 
 

執
行

部
が

代
表

し
て

団
体

交
渉

し
ま

す
が

、
そ

れ
だ

け
で

は
、

皆
さ

ん
の

苦
し

さ
が

当
局

に
 

な
か

な
か

伝
わ

り
ま

せ
ん

。
 

 
 

１
人

で
も

多
く

の
女

性
部

員
の

皆
さ

ん
に

ご
参

加
い

た
だ

き
、

現
状

を
訴

え
て

い
く

必
要

が
 

 
あ

り
ま

す
。

 

 
 

意
見

を
口

に
だ

す
こ

と
は

難
し

い
か

も
し

れ
ま

せ
ん

が
、

ま
ず

は
、

参
加

し
て

い
た

だ
き

、
 

 
人

数
と

い
う

圧
力

を
当

局
に

与
え

て
い

き
ま

し
ょ

う
！
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県
本
部
統
一
項
目
を
ベ
ー
ス
に
、
単
組
の
独
自
項
目
を
追
加
。

女
性
部
独
自
要
求
書
の
根
拠
と
な
る
よ
う
な
、
項
目
を
プ
ラ
ス
し
て
い
ま
す
。

生
休
・
年
休
ア
ン
ケ
ー
ト
発
送
の
際
に
は
、
「
じ
ち
ろ
う
女
性
部
特
集
号
」
と
、

休
暇
制
度
を
載
せ
た
『
休
暇
等
の
権
利
に
つ
い
て
の
三
角
柱
』
を
一
緒
に
配
布
。

部
員
数
が
多
い
市
職
労
女
性
部
に
と
っ
て
、
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
は
『
女
性
の
職
場
実
態
・
生
の
声
』

を
聴
く
こ
と
が
で
き
る
と
て
も
大
切
な
取
り
組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

生
休
・
年
休
ア
ン
ケ
ー
ト
の
取
り
組
み
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ア
ン
ケ
ー
ト
の
声
を
独
自
要
求
書
に

副
市
長
に
対
し
て
、

女
性
の
声
を
訴
え
る
！
！
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鹿
児
島
市
職
労
『
定
数
闘
争
』

『
定
数
闘
争
』

毎
年
１
月
に
実
施
し
て
い
る
、
新
年
度
の
職
場
人
員
を
決
め
る
交

渉
。

基
本
組
合
の
執
行
委
員
が
全
て
の
職
場
（
3
0
5
職
場
）
に
オ
ル
グ
に

入
り
、
長
時
間
労
働
の
実
態
や
休
暇
取
得
状
況
、
業
務
量
と
人
員
の

バ
ラ
ン
ス
な
ど
職
場
で
組
合
員
が
抱
え
て
い
る
課
題
を
集
約
し
、

各
課
・
各
係
ご
と
に
要
求
書
を
提
出
し
て
も
ら
い
ま
す
。
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当
局
は
、
要
求
書
の
内
容
を
踏
ま
え
、
１
月
に
「
新
年
度
職
員
配
置
計
画
」
を

組
合
に
提
示
。
今
年
は
、
こ
の
間
要
求
し
て
い
た
専
門
職
の
増
員
や
一
部
職

場
の
要
求
に
応
え
る
も
の
の
、
定
数
減
等
の
合
理
化
提
示
が
あ
る
と
き
も
。

提
示
説
明
・
要
求
回
答
交
渉
を
経
て
、
約
２
週
間
の
交
渉
が
始
ま
り
ま
す
。

組
合
か
ら
の
要
求
↓

当
局
提
示
↓

鹿
児
島
市
当
局
か
ら
１
月

の
段
階
で
配
置
計
画
の
提

示
が
あ
る
の
は
、

こ
れ
ま
で
の
労
使
関
係
と

市
職
労
の
組
織
率
が
ほ
ぼ

１
０
０
％
に
近
い
か
ら
。
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交
渉
ヤ
マ
場
の
日
は
、
勤
務
終
了
後
に
闘
争
委
員
会
を
開
催
。
要
求
が
叶
っ
て

い
な
い
職
場
、
合
理
化
提
示
を
受
け
た
職
場
の
組
合
員
が
座
り
込
み
行
動
を
行
い

ま
す
。
（
２
０
２
3
年
度
は
コ
ロ
ナ
禍
で
規
模
を
縮
小
し
て
実
施
）

当
局
か
ら
、
最
終
検
討
結
果
が
で
る
の
は
、
例
年
夜
中
の
１
～
２
時
頃
。

受
け
入
れ
る
に
あ
た
り
、
組
合
か
ら
、
定
数
闘
争
の
中
で
明
ら
か
に
な
っ
た
長
時

間
労
働
の
解
消
な
ど
の
要
請
を
行
い
、
新
年
度
定
数
闘
争
は
終
結
で
す
。

定
数
闘
争
の
中
で
浮
き
彫
り
に
な
っ
た

サ
ー
ビ
ス
残
業
の
実
態
な
ど
は
、
課
題
解
消

の
た
め
に
、
次
回
の
春
闘
交
渉
、
賃
金

確
定
闘
争
の
際
に
、
交
渉
を
重
ね
て
、
改

善
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

交
渉
ヤ
マ
場
は
夜
中
ま
で
・
・
・
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３
月
末
の
常
任
委
員
会
で
は
、
基
本
組

合
の
春
闘
要
求
書
（
案
）
に
つ
い
て
女
性

部
で
意
見
集
約
を
し
ま
し
た
。
生
休
・
年

休
ア
ン
ケ
ー
ト
の
集
約
を
し
て
こ
と
で
気

づ
い
た
こ
と
、
常
任
委
員
自
身
が
困
っ
て

い
る
こ
と
な
ど
を
女
性
部
の
意
見
と
し
て

基
本
組
合
の
執
行
委
員
会
で
発
言
。
春

闘
要
求
書
に
盛
り
込
ん
で
も
ら
い
ま
す
。

・
生
理
休
暇
の
運
用
変
更
（
Ｐ
Ｍ
Ｓ
や
治
療
で
も
使
え

る
よ
う
に
し
て
ほ
し
い
）

・
保
育
所
の
人
員
配
置
基
準
の
見
直
し

・
カ
ス
ハ
ラ
対
策
と
し
て
ナ
ン
バ
ー
デ
ィ
ス
プ
レ
イ

電
話
機
等
の
設
置
や
ネ
ー
ム
を
名
字
の
み
に
す

る
こ
と
な
ど

常
任
委
員
会
で
、
み
ん
な
で

語
る
こ
と
で
職
場
の
課
題

が
明
ら
か
に
！
！積
み
残
し
課
題
は
春
闘
で
！
！
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女
性
の
課
題
を
少
し
で
も
解
決
す
る
た
め
に

こ
れ
か
ら
、
定
年
引
上
げ
や
Ｄ
Ｘ
推
進
な
ど

私
た
ち
の
働
く
環
境
は
ま
す
ま
す
変
わ
っ
て
い
き
ま
す
。

定
年
ま
で
安
心
し
て
健
康
で
働
き
続
け
る
た
め
に
は

賃
金
制
度
の
確
立
、
休
暇
制
度
拡
大
が
必
要
で
す
！

「
生
休
・
年
休
ア
ン
ケ
ー
ト
」
か
ら
の
女
性
の
声
を
も
と
に

女
性
部
独
自
交
渉
等
で
少
し
ず
つ
で
は
あ
り
ま
す
が
、

休
暇
制
度
の
改
善
を
勝
ち
取
っ
て
き
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
せ
っ
か
く
勝
ち
取
っ
た
休
暇
制
度
・
権
利
を
取
得

す
る
た
め
に
は
、
ど
う
し
て
も
、
「
ゆ
と
り
あ
る
職
場
の
人
員
、

職
場
環
境
」
が
重
要
で
す
。

職
場
か
ら
の
定
数
の
要
求
書
を
も
と
に
、
定
数
闘
争
に
取

り
組
み
、
少
し
で
は
あ
り
ま
す
が
、
人
員
増
を
勝
ち
取
っ
て

働
き
や
す
い
職
場
に
近
づ
け
て
き
て
い
ま
す
。

要
求
し
て
も
前
進
が
な
い
時
も
あ
り
ま
す
が
、

諦
め
ず
に
、
訴
え
続
け
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

コ
ツ
コ
ツ
と
積
み
重
ね
が
大
事
で
す
。

全
国
の
女
性
部
の
皆
さ
ん
、
共
に
頑
張
り
ま
し
ょ
う
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実
施
な
ど
、
国
、
政
府
防
衛

省
は
、
国
会
審
議
を
得
な
い

で
、
当
た
り
前
の
よ
う
に
施

設
整
備
を
前
提
に
事
を
進

め
、
地
元
で
は
、
そ
の
基
地

建
設
に
つ
い
て
賛
成
、
反
対

そ
れ
ぞ
れ
あ
り
、
市
民
の
分

断
が
生
ま
れ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
基
地
整
備
に
あ
た
り
、

マ
ゲ
シ
カ
や
漁
場
な
ど
自
然

環
境
の
破
壊
、
歴
史
文
化
の

消
滅
、
米
軍
の
自
由
飛
行
や

Ｆ
Ｃ
Ｌ
Ｐ
Ｆ
の
殺
人
的
な
爆

音
、
自
衛
隊
に
よ
る
年
間
１

３
０
日
の
航
空
機
訓
練
が
実

施
さ
れ
る
な
ど
地
元
へ
の
影

響
は
大
き
く
、
こ
れ
は
馬
毛

島
や
鹿
児
島
県
だ
け
で
な
く

日
本
全
国
の
問
題
と
し
て
捉

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
お

話
さ
れ
ま
し
た
。 

最
後
に
、
労
働
運
動
と
し

て
平
和
運
動
と
政
治
活
動
に

取
り
組
む
意
義
に
つ
い
て
話

が
あ
り
ま
し
た
。
平
和
に
つ

い
て
は
家
庭
や
職
場
が
笑
顔

で
過
ご
せ
る
場
所
で
あ
る
こ

と
、
労
働
環
境
が
整
い
、
健

康
で
文
化
的
な
生
活
が
で
き

２
０
２
１
年
12
月
４
日
、

県
民
交
流
セ
ン
タ
ー
に
て
、

「
県
本
部
女
性
部
12
・
８
平

和
集
会
」
を
開
催
し
、
28
単

組
84
人
の
参
加
が
あ
り
ま
し

た
。
大
西
女
性
部
長
の
あ
い
さ

つ
の
後
、
県
本
部
を
代
表
し
て

片
野
坂
副
執
行
委
員
長
か
ら

連
帯
の
あ
い
さ
つ
を
受
け
ま

し
た
。
そ
の
後
、
馬
毛
島
へ
の

米
軍
施
設
に
反
対
す
る
市

民
・
団
体
連
絡
会
副
会
長
の
前

園
美
子
さ
ん
か
ら
「
馬
毛
島
の

現
状
と
平
和
運
動
」
と
題
し
、

ご
講
演
い
た
だ
き
ま
し
た
。 

【
主
な
講
演
内
容
】 

「
馬
毛
島
へ
の
米
軍
施
設
に

反
対
す
る
市
民
・
団
体
連
絡

会
」
立
ち
上
げ
の
経
緯
や
署

名
活
動
や
抗
議
行
動
な
ど
の

団
体
の
活
動
、
基
地
建
設
計

画
の
経
緯
や
そ
の
影
響
な
ど

馬
毛
島
の
現
状
に
つ
い
て

様
々
な
視
点
で
の
お
話
を
い

た
だ
き
、
平
和
に
対
し
て
の

学
び
を
深
め
ま
し
た
。 

２
０
１
１
年
６
月
の
日
米

安
全
保
障
協
議
委
員
会
（
ツ

ー
・
プ
ラ
ス
・
ツ
ー
）
で
の

在
日
米
軍
の
空
母
艦
載
機
の

訓
練
基
地
に
馬
毛
島
が
浮
上

以
来
、
海
上
ボ
ー
リ
ン
グ
調

査
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の

2022年４月１５日           自治労鹿児島県本部女性部                   （３） 

る
賃
金
が
保
証
さ
れ
て
い
る

こ
と
が
平
和
の
原
点
で
あ

り
、
そ
の
権
利
は
政
治
に
よ

っ
て
決
め
ら
れ
、
切
っ
て
も

切
り
離
せ
な
い
問
題
だ
と
い

う
こ
と
で
、
組
合
の
中
で
平

和
運
動
、
政
治
活
動
に
取
り

組
む
こ
と
の
必
要
性
を
お
話

さ
れ
ま
し
た
。 

そ
の
後
、
グ
ル
ー
プ
に
分

か
れ
て
講
演
の
感
想
や
職
場

実
態
交
流
な
ど
の
分
散
会
を

行
い
ま
し
た
。
ま
た
、
馬
毛

島
関
係
の
署
名
、
岸
田
首
相

あ
て
に
「
自
衛
隊
基
地
建
設

と
米
軍
Ｆ
Ｃ
Ｌ
Ｐ
に
反
対
」

【参加者の感想】 

〇『基地交付金は１０年、基地は永年』この言
葉が印象に残っている。基地建設を進めてい
く中で、地元住民への説明・理解を得ること
を国が無視していくことの怖さを感じた。 

 
〇新聞やニュースなどで耳にすることはあって
もなかなか自分のこととして考えられていな
いと感じました。実際、直面している住民の
話として聞くときちんと考えるということが
大切だと思いました。 

 
〇馬毛島への米軍施設、正直ニュースで見聞き
したことがある程度でした。現在の種子島市
民の馬毛島に対する思い、現状を聞いて賛成、
反対の意見が市議でも半々という状況、驚き
ました。自分の住まい、ふるさとに基地がで
きたら…自分ごととして一度考えてみる機会
になりました。熱い思い、大切な思い、（島民
同士もギクシャクしてしまうことがまず平和
ではない）伝わりました。 

講演者は、元・西之表市

職員の前園美子さん 

な
ど
軍
事
基
地
化
反
対
の
抗

議
ハ
ガ
キ
を
取
り
組
み
、
女

性
部
長
の
集
約
で
閉
会
し
ま

し
た
。 

 

会場で集めた署名・カンパは、前園さんにお
渡ししました。折鶴は千羽鶴にして、前田県
本部青年部長が『自治労青年女性オキナワ平
和の旅』の際に記念館で手向けました。 
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 第４講座  

 

 

 

 

 「憲法が変わると日本はどうなるのか」   

 

      埼玉平和運動センター  

             金子 彰さん 
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  憲法が変わると日本はどうなるのか 

      －軍事大国化ではなくアジアの国々との共存を－ 

                                                            2023 年 6 月 18 日 

                                                埼玉県平和運動センター 金子 彰 

 

１．終わらないウクライナ戦争 

・ロシアの侵略行為は断じて認められない、戦争終結にむけ声をあげ続けなければならな 

い。しかし、なぜ戦争は終わらないのか 

・ウクライナはロシアの侵攻以前からすでに NATO の事実上の加盟国になっていた。米英 

が高性能の兵器を大量に送り、軍事顧問団も派遣してウクライナを武装化（米国昨年か 

ら今年 1月までで 10 兆円の支援、EU5 兆円、英国 1兆 8000 億円など） 

・武装化はクリミアとドンバス地方奪還のため（2014 年にロシアに奪われた土地を奪還 

 すること） 

 2014 年の「ユーロマイダン革命」でヤヌコビッチ政権を転覆し、新欧米政権ができた。 

これをクリミアやドンバス地方のロシア系住民が認めず、ロシアが住民投票でクリミア 

を編入、親露派がドンバス地方を実効支配｡ ヤヌコビッチ政権を転覆するため、米国が 

CIA を使っていたことを、2015 年にオバマ大統領自ら認めている。 

・1990 年時点で「NATO は東方に拡大しない」との約束が成されていたが、1999 年（ポー

ランド、ハンガリー、チェコ）、2004 年（ルーマニア、ブルガリア、スロバキア、スロ

ベニア、エストニア、ラトビア、リトアニア）が加盟 

※3月 21 日国連総会において、侵攻 1目にあたりロシア軍の撤退を求める決議案が上程さ 

れた。結果は、賛成 141 カ国、反対、棄権、投票不参加が 52 カ国。これはグローバル・ 

サウスと呼ばれる南半球を中心とする途上国、新興国。グローバル・サウスは欧米とも、 

ロシアや中国とも友好関係を維持し、各国の発展に結びつけようとしているが、アフリ 

カ諸国はかつての宗主国の欧州への反感が強い。独立闘争を支援していたソ連への感謝 

もありロシアを好意的に見ている。 

※こうして見ていくと、国際情勢を単純化することは危険。ロシアのように攻めてくる国 

があるのだから軍事力強化は当然という単純化こそ危険。即時停戦を求めるために日本 

は平和主義に基づき役割を果たすべき 

 

２．すすむ日米軍事一体化 

①2022 年 5 月 23 日 岸田・バイデン会談記者会見発言 

・岸田首相は、「日本の防衛力を抜本的に強化」するとし「裏付けとなる防衛費の相当な 

 増額を確保する決意を表明」。朝鮮のミサイルに対抗した反撃能力保有を含め、「あら 

 ゆる選択肢を排除しない」（国内の議論もないのに勝手に約束することは許されない、 

 民主主義国といえるのか） 

・バイデン大統領は、台湾有事の際に台湾を防衛するのかとの問いに、「イエス」。（今

まで曖昧にしてきたことを明確に回答） 
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②中国に対する米国の態度 

※中国の「一つの中国原則」とは、①「世界で中国はただ一つである」、②「台湾は中国 

 の不可分の一部である」、③「中華人民共和国は中国を代表する唯一の合法政府である」 

  これに対して米国は、①と②については中国の立場を「認知する」とし、③については、 

「承認」するとした（1978 年の「米中共同声明」）。1979 年 1 月 1 日、米中の国交樹立 

に伴う台湾との断交により、「台湾関係法」（1979 年 4 月）を制定し、台湾の安全を保

護し影響力を維持することとした 

※「地域安定の基礎」という日米同盟が、中国抑止の「対中軍事同盟」に変質⇒安全保 

 障政策の大転換へ 

・昨年 12 月 16 日、国家安全保障戦略、国家防衛戦略（防衛計画の大綱)、防衛力整備計画

（中期防衛力整備計画）の３文書改定を閣議決定、敵基地攻撃能力の保有と防衛費を対 GDP 

 比 2％に→世界第 3位の軍事大国に  

・敵基地攻撃能力保有は、先制攻撃を可能にするもの、明らかな憲法違反 

・国内での議論もないまま閣議決定し、1月 13 日に訪米し報告、どこの国の首相なのか 

  米国の意のままに動く自衛隊（自衛隊が米軍の 2軍に） 

・経済大国となった中国、自らの経済圏確保のための一帯一路によって発展途上国・新 

 興国にとって中国モデルが魅力的になってきたこと→米国の影響力の低下 

・米の中国封じ込め政策･･･クアッド（日米豪印 4カ国戦略対話）、クアッドプラス（韓 

 国、ベトナム、ニュージーランドの東アジア版 NATO）、オーカス（米英豪の軍事情報 3 

 国同盟）、ファイブアイズ（米・英・カナダ・豪・ニュージーランド軍事情報網） 

・米国の中国の軍事力増強に対する脅威･･･軍事費を増大させる中国の海洋進出を妨害 

・「台湾有事」は「作られた危機」、経済の結びつきは無視できない（2020 年米国対中 

 輸出額 1,110 億ドル、中国対米輸出額 2,198 億ドル、貿易摩擦はあるものの差し迫っ 

 た軍事的脅威は考えにくいが、偶発的な衝突はありうる） 

   

３．３文書の骨子 

 ①敵基地攻撃能力（反撃能力）保有を明記 

   日本に対する弾道ミサイルなどによる武力攻撃の発生時、ミサイル攻撃を防ぐのにや 

  むを得ない必要最小限度の自衛の措置として、相手の領域で有効な反撃を加えること 

 を可能とする、スタンド・オフ防衛能力を活用した自衛隊の能力と定義 

 ②安全保障関連経費 

   2027 年度に防衛力の抜本的強化と、それを補完するとりくみ（研究開発、港湾などの 

  公共インフラ、サイバー安全保障、国際的協力の 4 分野）をあわせ、予算水準が現在 

  の国内総生産（GDP）の 2％に達することを目指す 

   軍事費増は米国からの武器爆買いも一因、米国に支払うローンは莫大になっている 27 

  年度以降のローン支払い 16.5 兆円、増税は必至、国民生活は逼迫 

 ③周辺国への認識 

  【中国】対外的な姿勢や軍事動向等は、我が国と国際社会の深刻な懸念事項であり 

 （中略）これまでにない最大の戦略的な挑戦。 

  【朝鮮】従前よりも一層重大かつ差し迫った脅威。 

  【ロシア】中国との戦略的連携強化の動きもあいまって安全保障上の強い懸念。 
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④憲法上禁止された兵器を保有 

  島嶼防衛用高速滑空弾（事実上の弾道ミサイル）≒大陸間弾道弾 

  スタンド・オフ機能がある長射程ミサイルの導入（JSM、JASSM、LRASM などの長射程ミ

サイル）≒長距離戦略爆撃機 

   護衛艦「いずも」の空母化、垂直離着陸戦闘機 F35B を搭載＝攻撃型空母 

⑤日本列島南部、南西諸島、石垣島に地下司令塔建設。大分、青森にも 24 年までに 10 カ

所。戦闘が始まり地上が荒廃しても、地下から敵基地攻撃を指令。 

  

４．軍事基地化する南西諸島 

 辺野古新基地建設の強行と沖縄の島々に自衛隊基地が建設されている 

・奄美大島･･･奄美駐屯地と瀬戸内分屯地開設、約 560 人の陸上自衛隊が駐留、奄美駐屯 

 地に警備隊と地対空ミサイル配備、瀬戸内分屯地に警備隊と地対艦ミサイルと弾薬庫が 

 配備 

・宮古島･･･・宮古駐屯地が開設、警備隊約 380 人配置、地対空･地対艦ミサイル配備され、 

  部隊は計 700～800 人に 

・与那国島･･･レーダーによる沿岸監視部隊約 500 人配置、23 年度中に電子戦部隊配備予 

  定、ミサイル部隊も配備へ 

・石垣島････島の中央部の於茂登岳麓の農村部にミサイル部隊配備 500～600 人 

・石垣市など複数の自治体に住民避難用のシェルター整備が検討 

・あらたな米軍の作戦「遠征前進基地作戦（EABO）」 

  制空権･制海権が確保されていない島しょに「遠征前方基地」（EAB）を設置。兵員配備

のために C-130 輸送機、オスプレイ、小型輸送艇を使用→EAB からハイマース（高機動

ロケット砲システムを展開し対艦ミサイル・防空ミサイルを発射する→攻撃後素早く移

動（南   西諸島間を移動していくことによって南西諸島全域が攻撃を受ける危険性） 

・離島が攻撃されたら住民はどうするのか 

  県民約 144 万人、避難場所は 1294 カ所あるが、宮古島の場合必要なバスは 1088 台、  

航空機は 363 機、船舶は 109 隻→一斉に避難は困難 

・沖縄が攻撃されれば、日本全体が攻撃対象になる。日本海側に立つ原発が狙われる 

  ※日本政府は南西諸島を戦場にしようとしている 

    昨年 11 月、鹿児島県徳之島などを中心に日米共同軍事演習が行われ、約 3万 6千人が

参加。与那国島で県内ではじめて機動戦闘車が公道を走った。11 月 30 日には弾道ミ

サイル飛来を想定した避難訓練が実施 

  ※もし米国が他国と戦闘行為を行った場合、日本は「存立危機事態」ということで関係

なくても戦争にかり出されることが必至。米国の意のままに自衛隊が使われ日本全体

が攻撃目標にされることを岸田首相は約束した。絶対に許されない。米国追従の外交

ではで日本は滅びていく。米国を守るために日本が犠牲になる。 

  

５．市民の監視を強化するための「重要土地調査規制法」（2022 年 9 月発効） 

・戦争遂行のために反戦運動を弾圧する法律が必要→特定秘密保護法（2013 年）、共謀罪

（2017 年）、重要土地調査規制法（2021 年）（海自一等海佐が書類送検） 
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・重要土地調査規制法の内容（戦前の要塞地帯法を思わせる） 

   内閣総理大臣は「安全保障」を口実に、「注視区域」「特別注視区域」を指定 

  「注視区域」･･･自衛隊や米軍基地、原発などの「重要施設」の敷地の周囲約１㎞の区域 

  及び国境離島等の区域を指定、区域内の土地や建物の所有者の個人情報や利用実態を調 

   査、関係人も調査対象 

  「特別注視区域」･･･「注視区域」にある「重要施設」が特に重要な施設や国境離島等、 

  土地の売買などの際に届け出が必要 

・基地周辺だけでなく、生活関連施設も対象に（発電所、変電所、ガスタンクやガスを精

製する工場、水道事業のための取水、貯水などの施設、1日平均あたり 10 万人以上利用

の鉄道や路面電車の駅、NHK と国内放送を行う放送局の無線施設、ダム） 

・機能を阻害したとして、基地の周辺住民の監視活動や原発反対の運動の弾圧が可能にな 

  り懲役や罰金が科される 

・個人の思想･宗教・所属団体、趣味、家族関係、友人関係、職歴、渡航履歴などすべて  

  の情報が政府が収集できる→国民すべてが監視対象に 

・朝霞基地 1㎞圏内には 10 万人が生活している、大宮基地周辺では何人になるのか 

 

６．改憲に突き進む岸田政権                                             

（１）国民投票法改正案（改憲手続き法）の問題点 

   一昨年、自民党は立憲民主党の修正案すべてを了承し可決したが、試行から３年を目途 

  に改正するとしたが「最低投票率」あるいは「最低投票率」の問題、ＣＭ･インターネッ 

 ト規制などの議論が不十分                           

   改憲発議を行う準備はできた、今後は 4項目の議論に 

（２）自民党改憲 4項目 

①憲法 9条に自衛隊を明記→徴兵制につながっていく 

  ②緊急事態条項 

  ・緊急事態発生の際、権力者が憲法によらず自由に行動すること定めるもの 

  ・国会を停止させ政令で対応することによって独裁に。また、国民の権利・自由を制限 

  ③合区解消 

  ④教育充実 

※現在憲法審査会で中心的に議論されているのは、緊急事態時の議員の任期延長問題。 

  選挙を長期間しないことが可能に 

※憲法 9条がなくなれば、果てしのない大軍拡路線を歩み、米国と共に世界中で戦争をす

る国になる。徴兵制は避けられない。アジア全体が戦争の危機にみまわれる。絶対に改 

憲を許してはならない 

※改憲の議論をする前に、現実に憲法が生かされているのか 

 コロナ禍で格差は拡大しているが、憲法 25 条「全て国民は、健康で文化的菜最低限度の 

 生活を営む権利を有する、②国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び 

 公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」 
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７．日本の進むべき道は 

(１）２１世紀後半からはアジア・アフリカが先進国に 

・2100 年、アジア・アフリカの国々が世界人口の 8割を超え、米欧は 1割を切る（明石康

国連研究会） 

・世界名目 GDP（2022 年）1位米、2位中、3位日（2010 年に中国に抜かれた）、2028 年

には中国が米国を超える（IMF） 

・2050、2075 年には、中国、インド、米、インドネシア、ナイジェリア、パキスタンが 

世界トップ 6に、日本は 12 位に転落（ゴールドマン・サックス） 

・深刻な日本の少子化、2060 年には労働力人口半減、65 歳以上 40％に、移民による労働

力（アジア）、近隣国との協力は日本の大きな課題 

※米国追従の外交ではなく、アジアの一員としてアジア全体の平和構築に力を尽くすべ 

 き。そのために日本国憲法が重要（中村哲さん「憲法 9 条があるからアフガニスタン 

 で仕事ができた」「9条は永遠に変えるべきではない」） 

（２）日本の地政学的位置 

 ・3000 ㎞にわたるアジア大陸封じ込めの自然要塞として、米国に利用されている。 

  ロシア・朝鮮・中国に対抗する最前線基地とされるのではなく、ロシア・朝鮮・中国と

共に平和をつくる道を選ぶことが基本 

・敵基地攻撃能力では 3核大国から飛んでくるミサイルは防げない。アジア諸国との地域

環境力こそ重要 

・東アジアで絶対に戦争をさせないこと。そのために 1997 年の日中韓の 3 国協力の動き  

  をつくりだすことが重要（99 年の小渕政権下での 3 国協力関係、福田政権下での日中  

  韓首脳会議、2010 年鳩山政権下での韓国・中国との「ビジョン 2020」） 

 

８．平和と自由を守るために 

 ①絶対に戦争はさせない 

 広範な市民との共闘を作りあげていく、保守の側の人とも共同を、改憲を許さない運動 

の強化 

 ②民間交流を広げていく 

 ロシア、中国、朝鮮敵視はアジアの緊張を高めるだけ、核保有国に対抗することはあま 

りに無謀 

 ③核兵器禁止条約を批准し、核兵器廃絶を世界に発信していくことが求められている 

 ④労働組合の役割が重大 

 戦争が始まれば、すべての仕事が戦争に組み込まれていく。戦前のような戦争協力を繰

りかえしてはならない 

 ⑤政治を変える、岸田政権の早期退陣を 

 ⑥人権を大切する社会を･･･人権意識が欠落している自民党は時代錯誤、世界の笑いもの 

 ⑦平和の大切さを粘り強く訴えていく「戦争が廊下の奥に立つてゐた」（渡辺白泉 1939

年） 
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図１ 

図２ 
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図３ 

図４ 

表１ 
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〈分散会について〉

まずは 座長と記録者を決めよう → 自己紹介をしよう

→ 討論しよう （キリがいいところで休憩を取りましょう）

→ 役割分担をして教宣紙をつくろう → 終わったら、分散会報告も提出してください

〈分散会討論の柱（分散会で聞いて・話し合ってみよう！）〉

１．青木総合組織局長の「定年まで働き続けるために」の講演を聞いてどう思いましたか？

２．中野麻美弁護士の「労働における自由と平等」の講演を聞いてどう思いましたか？

３．昨年度 1 年間に年休を何日取得しましたか？

取りたいときにとれますか？

自分のために休んでいますか？

生理や病気、子どもの病気などで年休を取得していませんか？

４．定時に来て、定時に帰れますか？ 休憩時間はとれていますか？

５．超過勤務（時間外勤務）手当はきちんと請求できていますか？（支払われていますか？）

振替はきちんと取れていますか？

・平日（朝、昼、夜）

・土、日、祝日

６．この１年体の調子はどうでしたか？

７．定年まで働き続けられる自信はありますか？不安なことはありますか？

８．組合からの情報提供について、工夫していることや要望などはありますか？

９．あなたの職場の状況はどうですか？（職場での不安・不満、悩みなど自由に）
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～ 座長の方へ・分散会に参加される方へ ～

【分散会の目的と獲得目標】

① 講演や取組報告で学んだ視点で、職場や社会で起きていることや自分たちの置かれている状況

（女性・労働者が犠牲になっている状況）などを振り返りながら、「労働者（管理職ではない）と

してのモノの見方・考え方（労働者（働いている自分たち）側からの視点）」を養うこと。

② 単組・職場での課題解決に向け、ヒントを見つけること

【問題の「本当の原因」を考える】

不満や実態を出し合うだけでは「本当の原因」は見えてきません。

「何が問題なのか」「問題の原因・本質が何なのか」を突き詰めることで、今まで気がつかなかっ

た原因にたどり着くことができます。悩みながら「なぜ」を繰り返してみてください。

たとえば、不払い残業

① 上司が残業と認めてくれない → なぜ？→どうして？ ・・・

② 自分が隠れて残業している → なぜ？ →どうして？・・・

③ 不払いになっていることに気づいていない → なぜ？→どうして？ ・・・

④ 予算がない → なぜ？→どうして？ ・・・

【討論のポイント】

講演の中でわからなかったことや疑問など感想を出し合ってみましょう。（そこに「気づき」がある

かもしれません）、また、現在の職場や社会を振り返ってみましょう。

【討論を進めるコツ！】

①すべての項目について話す必要はありませんので、議論が集中したところに時間をかけてくださ

い。

②「みんなで考え合う」ことを重視しましょう。発言者が偏らないように、「〇〇さんは？」と発言

を求めることも大切です。そして、仲間の発言は否定せずに話し合いましょう。

③分散会で大切なのは、「労働者（管理職ではない）としてのモノの見方・考え方」。言い換えると、

労働者（働いている自分たち）側に偏った視点で職場・社会を見ることです。資本・当局（管理

職や上司）がつくった常識や秩序の中で生活・労働をしていると、知らず知らずのうちに資本・

当局寄りの視点になってしまいます。だからこそ、意識して「労働者（働いている自分たち）側

に偏った視点」で職場・社会を見ることをしなければ、本当の問題や原因は見えてきません。

この視点を大切にしながら分散会を進めてください。

④ 座長をしていて「難しい」「うまくいかない」と感じたときは、その気持ちを班員に伝え、協力

を求めたり、休憩や交流会時に頼れそうな仲間に助けを求めることも大切です。
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自治労が結成25周年を記念して募集した新しい自治労組合歌に選ばれた

うたです。福島県本部原町市（現：南相馬市）職の但野一博さんが作詞・

曲しました。翌年から、自治労なかまのうたが募集されるようになり、そ

れ以降、多くの仲間の歌が歌い継がれています。

……2022年7月20日 ［旬刊（1の日発行）・1954年4月17日第三種郵便物認可］ 号外 （34）
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1871年、歴史上はじめて出現した労働者階級の政府であるパリ・コミューン

が2ヵ月で鎮圧されます（「血の一週間」）。このたたかいのさなかに一労働者

であったウジェーヌ・パティエールによって作詞されました。今では労働者の

連帯の歌として世界中で歌われています。

……2022年7月20日 ［旬刊（1の日発行）・1954年4月17日第三種郵便物認可］ 号外 （35）
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